
 

 

 

 

 

酒々井町地域創造発信拠点施設まるごとしすい指定管理者募集要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

　酒々井町地域創造発信拠点施設まるごとしすい（以下「まるごとしすい」という。）の　　

指定管理者について、「酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

（以下「指定手続条例」という。）」及び「酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の　　　

手続等に関する条例施行規則（以下「指定手続規則」という。）」に定めるところにより、

次のとおり公募します。 
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１．施設の目的及び事業 

産業の振興に資するため、中小企業や小規模事業者の経営基盤強化を図り、特産品開発

や販路の支援、商品の展示、販売等の支援を行うとともに、町内へ広く誘客を図るために

観光案内所機能を併設した、まるごとしすいを設置しました。 

まるごとしすいは、次に掲げる事業を行います。 

（１）施設の管理及び運営に関する事業 

（２）地元産の農産物及びその加工品、飲食物その他の物品の販売に関する事業 

（３）特産品開発等の推進に関する事業 

（４）観光案内所に関する事業（酒々井コミュニケーションセンターの運営に関する事

業を含む。） 

（５）町民と来訪者との交流の促進に関する事業 

（６）広報に関する事業 

（７）その他、まるごとしすいの設置目的を達成するために必要な事業 

２．施設の概要 

　（１）施設の名称　地域創造発信拠点施設まるごとしすい 

　（２）所 在 地　酒々井町飯積二丁目８番２ 

　（３）開 設 時 期　令和元年１０月９日 

　（４）敷 地 面 積　５３９．２８㎡ 

　（５）建物の構造　鉄骨造１階建て 

　（６）延 床 面 積　１８６．３５㎡ 

　　　　（内訳）　 

・多目的ホール等 … １２４．５８㎡ 

　　　　　・収　納　庫 ……… 　１４．６２㎡ 

　　　　　・風　除　室 ……… 　　７．２１㎡ 

　　　　　・湯　沸　室 ……… 　　７．２５㎡ 

　　　　　・ト　イ　レ ……… 　２６．５７㎡ 

　　　　　・廊　　　下 ………　　 ６．１２㎡ 

　（７）駐 車 場　７台（うち障害者用１台・軽自動車専用２台・EV 充電設備２台） 

　（８）休 館 日　 

　　　　　・定期休館日　月曜日（ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日に当

たる場合、翌日以降、直近の休日でない日） 

　　　　　・年末年始休館日　１２月２９日から１月３日 

　（９）開 館 時 間　午前９時から午後６時まで 

　　　　※ただし、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、町長の承認を受け、

開館日及び開館時間を変更し、又は臨時に休館若しくは開館することができる。 

３．指定の期間 

　指定の期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間とします。 

４．指定管理者が行う業務の範囲等 
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（１）酒々井町地域創造発信拠点施設の設置及び管理に関する条例（以下「条例」とい

う。）第３条に掲げる事業に関すること 

　（２）まるごとしすいの施設、設備等の維持管理及び修繕に関すること 

　（３）施設の利用促進に関する業務 

　（４）酒々井コミュニケーションセンターの運営に関すること 

　（５）その他まるごとしすいの管理運営に必要な業務 

　　　　なお、具体的な業務内容、その範囲及び履行方法については、別添の「酒々井町

地域創造発信拠点施設まるごとしすいの運営管理に関する要求水準書」（以下「要

求水準書」という。）のとおりとします。 

　（６）法令遵守 

　　　　本施設の管理業務遂行に当たっては、次に掲げる関連規定を遵守するとともに、

その他公の施設の管理者として必要な法令等を遵守し、指定管理業務を適正に行

うものとします。 

① 地方自治法 

② 個人情報の保護に関する法律 

③ 酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

④ 酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

⑤ 酒々井町地域創造発信拠点施設の設置及び管理に関する条例 

⑥ 酒々井町地域創造発信拠点施設の設置及び管理に関する条例施行規則 

⑦ 酒々井町暴力団排除条例 

５．管理・運営に要する費用（指定管理者の事業収支）に関する事項 

　（１）指定管理者の管理・運営業務に要する費用（人件費、管理費、事務費等）は、次の

収入をもって充てるものとします。 

① 指定管理料 

町は、指定管理者に対し、指定管理業務に必要な経費のうち、指定管理者から提

案された額を協定書等に基づき指定管理料として支払います。 

② 利用料金 

まるごとしすいでは、利用料金制を採用しているため、利用者が支払う施設の利

用料金を自らの収入とします。また、この利用料金の額は条例第１０条で定める

額の範囲内において、町長の承諾を得て指定管理者が定めることとします。 

③ 指定管理者自らが企画・実施する自主事業の収入 

ただし、自主事業の実施に当たっては、事前に事業計画書を作成、提出し、町長

の承諾を得るものとします。 

④ その他の収入（利息、寄附等） 

　（２）指定管理者の支出は、次に掲げるとおりです。 

① 施設、設備等の維持管理及び修繕に関する経費 

② まるごとしすいの運営及び酒々井コミュニケーションセンターの運営に関する

経費 



4 

ただし、酒々井コミュニケーションセンターに係る以下の経費については、町が

支出します。 

　・電気料 

　・ガス使用料 

　・保険料 

　・酒々井コミュニケーションセンター賃借料 

③ 事業計画書で定めた事業に関する経費 

④ その他管理運営に伴う支出 

６．応募資格 

　（１）設置目的に沿った施設、設備の安全かつ円滑な管理運営が可能な法人又はその他

の団体が応募することができるものとします。なお、申請に当たっては、「誓約書」

を提出し、その誓約の内容に違反があった場合は失格となります。 

（２）共同事業体による応募 

　　　　　申請に当たっては、次のとおり複数の団体から構成される共同事業体により申

請することが可能です。ただし、申請後の代表団体及び構成団体の変更は、原則

として認めません。 

　　　　　ただし、やむを得ない事情がある場合で、町が必要と認めるときは、この限り

ではありません。 

　　　　　また、共同事業体の構成員又は単独で申請した団体が、他の共同事業体の構成

員になることはできません。 

　　　　　なお、共同事業体における各構成団体は、管理業務の遂行に伴い当該共同事業

体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うことになります。 

① 共同事業体の名称 

　　各構成団体の名称とは別に、共同事業体の名称を定めてください。 

② 代表団体 

　　各構成団体の中から、代表団体（１団体）を定めます。 

　　審査、選定及び指定に関する町から申請者への通知、連絡等は、代表団体に　　　　　

対して行います。また、各構成団体から代表団体に対しては、次の事項を委

任することになります。 

・指定管理者の指定に関する件 

・酒々井町との協定締結に関する件 

・本件の履行に伴う契約締結に関する件 

③ 資格要件 

　　　　　　全構成団体が申請資格を満たしており、かつ、制限事項に該当しないことが

条件となります。 

（３）制限事項（欠格事項） 

　　　　　指定手続条例の規定による申請の欠格事項は、次のとおりです。なお、地方自

治法の規定により、個人は申請することができません。 
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① 法的な事項 

　　ａ）地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）に該 

当する団体 

　　　　　ｂ）会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続が終了していない 

団体 

ｃ）本町から入札等に係る指名停止措置を受けている団体 

ｄ）指定管理者の指定を途中で辞退又は取消しを受けた団体 

ｅ）酒々井町暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又はそれらと

密接な関係を有する者のいる団体。なお、本事項に該当するか否かにつ

いて、警察署へ照会することがあるため、様式６「指定管理者からの暴

力団排除に関する照会書」を提出すること。 

② 税法上の事項 

　　団体及び団体代表者が、法人税、地方税、消費税及び地方消費税を滞納して 

いる団体 

③ 企業責任の事項 

　　ａ）監督官庁からの指導を受けて、その状況が改善されない団体 

　　ｂ）経営状態が不健全な団体 

　　ｃ）宗教活動又は政治活動を行っている団体 

７．応募方法 

（１）募集要項等の配布 

① 配布期間　令和８年８月２７日（木）から令和８年９月２９日（火）まで 

　　　　　 　ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く。 

② 配布時間　午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

③ 配布場所　酒々井町文化観光課（酒々井町中央公民館１階） 

※ 募集要項、要求水準書及び各種様式等は、酒々井町公式ホームページからダウン

ロード可能です。 

（２）質問書の受付及び回答 

① 受付期間　令和８年９月７日（月）から令和８年９月１１日（金）まで 

② 提出方法　質問書（様式８）を文化観光課へ持参、郵送、ファックス又はメール

にて提出すること。 

　※送信後、ご一報願います。電話や口頭等の質問には回答いたしません。 

　※郵送の場合は、期限までに必着のこと。 

③ 質問の回答　令和８年９月１７日（木）までに、原則として質問者全員にファック

ス又はメールで回答します（受信確認を返信すること。）。 

　 　　　　　また、町ホームページにも掲載します。 

（３）現地確認 

　　　町が立ち会いの下、現地を確認したい団体等は、令和８年９月７日（月）までに、

文化観光課までご連絡ください。 
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（４）応募書類の受付 

① 受付期間　令和８年９月１８日(金)から令和８年９月２９日(火)午後５時まで 

ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

② 受付時間　午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

③ 受付場所　酒々井町文化観光課（中央公民館１階）へ郵送又は持参すること。 

　　　　　　 ※ 郵送の場合は、期限までに必着のこと。 

（５）提出書類 

① 申請書（様式１） 

② 誓約書（様式２） 

③ 事業計画書（様式３－１～３－５） 

④ 年度別収支計画書（様式４） 

⑤ 共同事業体結成協定書（該当する場合のみ） 

⑥ 関連事業実績（様式５） 

⑦ 申請団体の概要 

⑧ 申請団体の定款・寄附行為等（申請者が法人でない団体の場合は、これに相当 

するもの） 

⑨ 登記事項証明書（申請者が法人でない団体の場合を除く。） 

⑩ 法人町民税、法人税、消費税等の納税証明書 

⑪ 財務諸表（直近年度のもの） 

⑫ 指定管理者からの暴力団排除に関する照会書（様式６） 

⑬ 担当者連絡先確認書（様式７） 

　　　※ 用紙は、原則として A4 判とすること。 

（６）提出部数　２部（正本１部、副本１部） 

　　　※ 複製印刷可能な電子データを提出すること。（ＵＳＢメモリ等） 

（７）応募に関する留意事項 

① 接触の禁止 

　　　　　酒々井町指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）の委員に対 

して、本件提案についての接触を禁止する。違反があった場合は、失格とする。 

② 虚偽の記載をした場合の取扱い 

　　 申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とする。 

③ 申請書類・提供書類の取扱い 

     申請書類は、理由の如何を問わず返却しない。また、町が提供する資料等は、 

申請に関わる検討以外の目的で使用することを禁ずるとともに、目的の範囲内で

あっても、町の了承を得ることなく第三者に資料を使用させたり、提示したりす

ることを禁ずる。 

　　事業計画書等応募書類の著作権は、応募者に帰属するが、選考に必要な場合や

議会対応など、町が必要と認めるときは、提出書類の全部又は一部を無償で複製

できるものとする。 

④ 応募の辞退 

　　 申請書類受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出すること。 
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⑤ 費用の負担 

　　 申請に関する費用は、全て応募者の負担とする。 

⑥ 暴力団排除に関する事項 

　　 町は、暴力団の排除のため、指定管理者及び指定管理者に応募したものについ

て、必要に応じて提出された書類等に基づき警察に照会することがある。 

８．指定管理者の選定 

　（１）選定の基準 

　　　指定管理者の選定は、次の事項について、団体の能力評価、提案事業の内容評価の

視点から総合的に判断して行います。 

① 団体の能力評価 

ａ）団体の経営方針が明確であり、適正な経理がされていること。 

ｂ）「まるごとしすい」に類する施設の運営実績があり、業務実績が豊富でノウハウ 

を蓄積し運営が期待できること。 

ｃ）経営状態が健全であり、条例第３条に掲げる事業目的の設定及び達成に向けた 

実施方針が優れていること。 

ｄ）「まるごとしすい」の公共性、公平性、公正性を担保でき、利用者が公平に施設 

利用をできるよう配慮されていること。 

ｅ）利用者の安全確保（衛生面を含む。）に関する方策が講じられていること。 

ｆ）透明性の高い施設運営がされており、情報が適正に公開されていること。 

ｇ）個人情報の取扱い及び情報セキュリティ対策が適切であること。 

ｈ）負担すべきリスクに対し適切な対応をとるための体制を有していること。 

ｉ）緊急（防火、防犯等）対応等、危機管理体制を有していること。 

ｊ）指定管理業務の引継ぎに係る対策が適切であること。 

② 提案事業の内容評価 

　町では、本施設の運営状況を踏まえ、地域資源の高付加価値化、特産品の開発及び

販路拡大、交流人口の拡大並びに地域経済循環の促進について、さらなる充実が必要

であると認識しています。 

これらの課題を踏まえた具体的かつ実現性のある提案を求めます。 

ａ）施設の設置目的を的確に理解し、明確で独自性のある、地域性に対応したコン 

セプトが示されていること。（様式３－１） 

ｂ）「まるごとしすい」の運営及び「酒々井コミュニケーションセンター」との連携 

において、町民サービスの向上、利用者の満足度を高めるための方策が、具体的 

かつ現実的な事業計画として提示されていること。（様式３－２） 

ｃ）「まるごとしすい」の持続的な運営を確保するために必要な広報活動や施設の利 

用促進、事業の拡大に向けた３年間の計画が提案されていること。（様式３－３） 

ｄ）酒々井町の地域関係者の状況を適切に理解し、農業関係者や商業者、その他地 

域の多様な関係者を巻き込んだ、地域の特性を踏まえた事業展開が提案されてい 

ること。（様式３－４） 

ｅ）まるごとしすいを中心とした、地域経済の振興、地域経済循環の活性化及び雇 
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用の創出に繋がる、具体的で主体的な活動計画が示されていること。（様式３－５） 

ｆ）酒々井町の市場環境を踏まえ、現実的で実現性の高い収支計画が示されている 

こと。（様式４） 

　（２）選考方法 

　　　選定委員会において、提出された指定申請書等による書類審査及びプレゼンテーシ

ョンによる審査を行い、指定管理者の候補者を決定します。 

① 資格審査及び一次審査 

　　　 選定委員会において提出された指定申請書等により、資格審査及び一次審査を行い

ます。 

　　　 一次審査の結果は、１０月上旬に応募者に通知します。 

② 二次審査 

　 　　選定委員会において、１０月８日（木）【予定】に、提出された書類に基づくプレ

ゼンテーションを実施していただきます。 

（発表時間は３０分程度、１事業者につき２０分間のプレゼンテーションと１０分

間の質疑を行う予定です。） 

　（３）内定等の通知 

　　　令和８年１０月中旬に指定管理者の候補者を決定し、結果を応募者に通知します。 

　　　なお、選考過程は非公開とし、審査結果に関する内容は一切お答えできません。 

　（４）指定管理者の指定 

　　　指定管理者の指定は、酒々井町議会での議決後に行います。 

９．協定の締結 

　管理業務等に関する細目について、指定手続条例第７条及び指定手続規則第６条の規定

に基づき、町と指定管理者との協議のうえ、事業を円滑に実施するために指定期間全体に

効力を有する基本的事項を定めた基本協定と、当該事業年度における事項について定めた

年度協定を締結する。 

１０．モニタリングの実施 

　指定管理者は、当該施設管理業務等に関してモニタリングを実施すること。 

　モニタリングの内容については、町と協議すること。 

１１．指定の取消し等 

　（１）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者が次のいずれかに

該当すると認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部又

は一部の停止を命ずる場合がある（協定書の締結前においても、同様とする。）。 

① 指定管理者の責めに帰する事由により、基本協定書に定める事項を履行しないとき

又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。 

② 指定管理者が基本協定書又は関係法令等に違反し、かつ、町が期間を定めて勧告し

ても当該違反の状態が解消されないとき。 
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③ 指定管理者が申請時の応募資格及び本業務を履行する上で必要とされる資格の取

消し又は停止を受けたとき。 

④ 指定管理者の責めに帰すべき事由等により、指定管理者から協定の締結解除の申出

があったとき。 

⑤ 暴力団又は暴力団員若しくはそれらと密接な関係を有することが判明し、指定管理

者による管理業務を行うことが適当でないと認められるとき。 

（２）指定管理者の責めに帰する事由により、指定を取り消し、又は期間を定めて本業

務の全部又は一部の停止を命じた場合において、指定管理者に損害又は損失が生

じても、町はその賠償の責めを負わないものとする。 

　（３）指定管理者の責めに帰する事由により、指定を取り消し、又は期間を定めて本業

務の全部又は一部の停止を命じた場合において、町に損害又は損失が生じたとき

は、指定管理者はその損害を賠償するものとする。 

　（４）不可抗力等、町及び指定管理者双方の責めに帰することができない事由により、

本業務の継続が困難になった場合については、事業継続の可否について協議する

こととする。 

　　　　ただし、一定期間内に協議が整わない場合については、双方が事前に書面で通知

することにより協定を解除できるものとする。 

１２．その他 

　（１）指定管理者選考に関する情報の提供 

　　　指定管理者選考過程における、応募団体名（共同事業体で応募した場合は、構成団

体名を含む。）、評価結果、審査項目の評価点、候補者として選定された団体の選定理

由、事業提案の概要、基本協定書及び年度協定書（個人情報及び法人に係る事業運営

上の地位その他の社会的な地位が損なわれると認められるものなど、非公開とするも

のを除く。）については、情報提供依頼があった場合には、原則として町は情報提供を

行う。 

　　　また、提出書類については、酒々井町情報公開条例に基づき公開請求があった場合

は、条例に定める非公開情報を除き公開する。 

　（２）緊急時の対応 

　　　管理運営業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、指定管理

者は速やかに必要な措置を講じるとともに、町を含む関係者に対して緊急事態発生の

旨を通報するものとする。 

　　　また、事故等が発生した場合、指定管理者は町と協力して事故等の原因調査に当た

るものとする。 

　（３）個人情報の保護 

① 指定管理者は、本業務を実施するために個人情報を取り扱う場合は、個人情報の

適正な管理のために必要な措置を講じるほか、個人情報の保護に関する法律及びそ

の他の関係法規等を遵守するものとする。 

② 指定管理者は、個人情報保護の規定の整備に努めるものとする。 
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③ 個人情報の保護については、協定期間が満了し、又は指定を取り消された後にお

いても遵守するものとする。 

　（４）情報公開 

　　　指定管理者は、本業務の実施に当たり、前項に規定する個人情報に関するものを除

き、保有する情報の公開を図るものとする。 

　（５）環境対策 

　　　指定管理者は、本業務の実施に当たり省エネルギー、省資源、ごみ減量化・リサイ

クル、グリーン調達等において環境への配慮に努めるものとする。 

１３．スケジュール及び予算額の上限 

　（１）スケジュール 

　　　募集の開始から管理開始までのスケジュールは以下のとおりです。 

　　令和８年　８月２７日（木）　　　募集要項等応募関係書類の配布開始 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酒々井町ホームページでも公開） 

　　　　　　　９月　７日（月）～　９月１１日（金）　質問書の受付期間 

　　　　　　　９月１７日（木）　　　質問書の回答 

　　　　　　　９月１８日（金）～　９月２９日（火）午後５時まで　応募書類の受付 

　　　　　　１０月上旬　　　　　　　一次審査結果通知（メール又はファックスを予定） 

　　　　　　１０月　８日（木）予定　プレゼンテーション（仮：酒々井町役場内会議室） 

　　　　　　１０月中旬　　　　　　　選定結果の通知 

　　　　　　１１月上旬　　　　　　　仮協定締結 

　　　　　　１２月中旬　　　　　　　指定管理者の議決（町議会定例会） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者の指定 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　協定書の締結 

　　令和９年　４月　１日（木）　　　指定管理者による管理運営開始 

　（２）予算額（税込み）の上限 

１４．問い合わせ 

以上 

 

 年　度 指定管理料の上限額 備　考

 令和　９年度 １５，６９９千円

 令和１０年度 １６，２７０千円

 令和１１年度 １６，８２３千円

 （１）名称 酒々井町 文化観光課 文化観光振興班

 （２）住所 〒２８５-０９２２　千葉県印旛郡酒々井町中央台４-１０-１

 （３）電話  ０４３-４９６-０１２３（直通）

 （４）ファックス  ０４３-４９６-５３２３

 （５）メール  bunkan@town.shisui.chiba.jp



11 

提案書の様式 

（様式１） 

 

酒々井町公の施設の指定管理者指定申請書 

 

令和　　年　　月　　日 

 

　（あて先）酒々井町長 

 

（申請者） 

住所 

法人名 

代表者氏名　　　　　　　　　　印 

 

 

　酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、

下記の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

記 

 

　　添付書類 

　　（１）指定管理者の指定を受けようとする公の施設の管理に係る事業計画書 

　　（２）指定管理者の指定を受けようとする公の施設の管理に係る収支計画書 

　　（３）定款の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、会則等） 

　　（４）前年度の貸借対照表及び財産目録 

　　（５）その他町長が必要と認める書類 

 

 

 

 
１　公の施設の名称

 ２　公の施設の位置
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（様式２） 

誓　　約　　書 

 

令和　　年　　月　　日 

 

　（あて先）酒々井町長 

 

（申請者） 

住所 

法人名 

代表者氏名　　　　　　　　　　印 

 

 

酒々井町地域創造発信拠点施設まるごとしすいの指定管理者の指定の申請に当たり、下

記事項について誓約します。 

また、下記事項について疑義が生じた場合は、酒々井町長の指示に従って、資格要件等

に関する書類を速やかに酒々井町長に提出すること及び酒々井町長が必要な確認、調査そ

の他の情報収集を行うことに同意します。 

 

記 

 

１　申請書その他の提出書類の全ての記載事項は、事実と相違しないこと。 

 

２　酒々井町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条第２号の規定

に基づく酒々井町地域創造発信拠点施設まるごとしすい指定管理者募集要項の「６．応

募資格」に掲げる条件を満たしていること。 
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（様式３－１） 

 

 

 

 提案事項１ 

　施設の設置目的を的確に理解し、明確で独自性のある、地域性に対応したコンセプト

が示されていること。

  

文字はフォントを１０．５ポイント以上とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式はＡ４　１枚以内とする 
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（様式３－２） 

 

 

 

 提案事項２ 

　「まるごとしすい」の運営及び「酒々井コミュニケーションセンター」との連携におい

て、町民サービスの向上、利用者の満足度を高めるための方策が具体的かつ現実的な事

業計画

  

文字はフォントを１０．５ポイント以上とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式は、Ａ４　１枚以内とする 
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（様式３－３） 

 

 

 

 提案事項３ 

　「まるごとしすい」の持続的な運営を確保するために必要な広報活動や施設の利用促

進、事業の拡大に向けた３年間の計画

  

文字はフォントを１０．５ポイント以上とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式はＡ４　１枚以内とする 
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（様式３－４） 

 

 

 

 提案事項４ 

　酒々井町の地域関係者の状況を適切に理解し、農業関係者や商業者、その他地域の多

様な関係者を巻き込んだ、地域の特性を踏まえた事業展開の提案

  

文字はフォントを１０．５ポイント以上とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式はＡ４　１枚以内とする 
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（様式３－５） 

 

 

 

 提案事項５ 

　「まるごとしすい」を中心にした、地域経済の振興、地域経済循環の活性化及び雇用の

創出に繋がる、具体的で主体的な活動計画

  

文字はフォントを１０．５ポイント以上とすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式はＡ４　１枚以内とする 



18 

（様式４） 

 

年度別収支計画書（３か年合計）（１年目）（２年目）（３年目）各１枚 

※収支内訳として、年度ごとの指定管理料が分かるように記載すること。 

 

【収入の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円（税込み） 

 

【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円（税込み） 

 

【収支】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円（税込み） 

※　科目及び欄が不足する場合は、適宜追加してください。 

 科目 経費の内容 令和　　年度　予算額 摘要（内訳・積算等）

 
 
 
 
 
 
 
 
 収入合計

 科目 経費の内容 令和　　年度　予算額 摘要（内訳・積算等）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 支出合計

 収支 令和　　年度　収支額 摘要

 収入合計 － 支出合計
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（様式５） 

 

酒々井町及び千葉県内における産業振興施設・商業施設の運営実績（主なもの２件） 

 

酒々井町及び千葉県内における新商品開発・地域活性化の業務実績（主なもの１件） 

 

その他、地方自治体からの受託実績等（発注者、件名、年度）３件まで 

※本様式はＡ４　１枚以内とする。 

  

（事業の概要）及び（事業の成果） 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事業の概要）及び（事業の成果） 

 

 

 

 

 

 

 

  

（事業の概要）及び（事業の成果） 

 

 

 

 

 

 

 発注者 件名 年度
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（様式６） 

 

指定管理者からの暴力団排除に関する照会書 

 

 

 令和　　年　　月　　日 整理番号

 指定管理者からの暴力団排除に関する照会書

 

指定管理者 

応募法人等 

又は 

指定管理者

照　会　区　分
１　指定管理者応募法人等 

２　指定管理者（指定期間：　　　　　　　　　　　　）

 商 号 又 は 名 称

 所 在 地

 

役 員 等

役　職 氏　名 生年月日

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 　　　　・　　・

 管理対象施設名 酒々井町地域創造発信拠点施設まるごとしすい

 

照 会 事 項

　上記法人等及びその役員等は、次の暴力団排除措置事由のいずれかに該当するか、

否か 

【指定管理者に係る暴力団排除措置事由】 

①暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体であるとき。 

②役員等が暴力団関係者であるとき又は暴力団関係者が経営に実質的に関与してい

るとき。 

③役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしているとき。 

④役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与しているとき。 

⑤役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると

き。 

⑥役員等が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利用するなどして

いるとき。

 
備 考

 　上記のとおり照会します。 

　千葉県佐倉警察署長　様 

酒々井町長　金　塚　　学
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（様式７） 

 

担当者連絡先確認書 

 

 

 

 
項目 内容

 
部署

 
役職

 
氏名

 
住所

 
電話

 
ファックス

 
メール

 
携帯電話

 
その他
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（様式８） 

 

質　問　書 

 

令和　　年　　月　　日 

（あて先）酒々井町文化観光課 

 

（申請者） 

住所 

法人名 

代表者氏名　　　　　　　　　　印 

 

 

　募集要項を遵守し、下記のとおり、質問します。 

 

 

送信はメールで、必ず着信確認を、担当課へ電話でお願いします。

 質問 内容

  

 

 

  

 

 

  

 

 


